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温泉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第７９号

温泉法施行細則の一部を改正する規則
温泉法施行細則（昭和２３年北海道規則第１５６号）の一部を次のように改正する。
第５条の次に次の１条を加える。
（掘削のための施設等の変更の許可の申請書）
第５条の２ 省令第４条の３第１項の申請書の様式は、別記第４号様式の２とする。
第８条の次に次の７条を加える。
（温泉の採取の許可の申請書）
第８条の２ 省令第６条の２第１項の申請書の様式は、別記第６号様式の２とする。
（温泉の採取の許可を受けた者である法人の合併及び分割の承認の申請書）
第８条の３ 省令第６条の４第１項の申請書の様式は、別記第６号様式の３とする。
（温泉の採取の許可を受けた者の相続の承認の申請書）
第８条の４ 省令第６条の５第１項の申請書の様式は、別記第６号様式の４とする。
（可燃性天然ガスの濃度についての確認の申請書）
第８条の５ 省令第６条の７第１項の申請書の様式は、別記第６号様式の５とする。
（可燃性天然ガスの濃度についての確認を受けた者の地位の承継の届出書）
第８条の６ 省令第６条の８第１項の届出書の様式は、別記第６号様式の６とする。
（温泉の採取のための施設等の変更の許可の申請書）
第８条の７ 省令第６条の１０第１項の申請書の様式は、別記第６号様式の７とする。
（温泉の採取の事業の廃止の届出書）
第８条の８ 省令第６条の１１第１項の届出書の様式は、別記第６号様式の８とする。
第１４条中「者」の次に「（法第３条第１項の規定による土地の掘削の許可を受けた者を除
く。）」を加える。
第１５条第１項第１号中「第５号」を「第６号」に改め、同項第２号中「第６号」を「第７
号」に改め、同項第６号を次のように改める。
� 温泉を公共の浴用又は飲用に供することを休止し、再開し、又は廃止したとき。
第２０条中第９号を第２０号とし、第８号を第１８号とし、同号の次に次の１号を加える。
� 法第３４条第１項の規定による報告徴収に関すること。ただし、知事が自らその権限を
行うことを妨げるものではない。
第２０条第７号中「規定による」の次に「温泉の利用の制限等の」を加え、同号を同条第１７
号とし、同条第６号中「規定による」の次に「温泉の利用の」を加え、同号を同条第１６号と
し、同条第５号中「規定による」の次に「温泉の成分等の掲示の」を加え、同号を同条第１５
号とし、同条第４号中「規定による」の次に「温泉の利用の許可を受けた者の相続による地
位の承継の」を加え、同号を同条第１４号とし、同条第３号中「規定による」の次に「温泉の
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利用の許可を受けた者である法人の合併及び分割による地位の承継の」を加え、同号を同条
第１３号とし、同条第２号中「規定による」の次に「温泉の利用の」を加え、同号を同条第１２
号とし、同条第１号中「規定による」の次に「温泉の利用の」を加え、同号を同条第１１号と
し、同号の前に次の１０号を加える。
� 法第１４条の２第１項の規定による温泉の採取の許可に関すること（保健所を設置する
市の区域に係るものを除く。）。

� 法第１４条の３第１項の規定による温泉の採取の許可を受けた者である法人の合併及び
分割による地位の承継の承認に関すること（保健所を設置する市の区域に係るものを除
く。）。

� 法第１４条の４第１項の規定による温泉の採取の許可を受けた者の相続による地位の承
継の承認に関すること（保健所を設置する市の区域に係るものを除く。）。

	 法第１４条の５第１項の規定による可燃性天然ガスの濃度についての確認に関すること
（保健所を設置する市の区域に係るものを除く。）。


 法第１４条の６第２項の規定による可燃性天然ガスの濃度についての確認を受けた者の
地位の承継の届出に関すること（保健所を設置する市の区域に係るものを除く。）。

� 法第１４条の７第１項の規定による温泉の採取のための施設の位置等又は採取の方法の
変更の許可に関すること（保健所を設置する市の区域に係るものを除く。）。

� 法第１４条の８第１項の規定による温泉の採取の事業の廃止の届出に関すること（保健
所を設置する市の区域に係るものを除く。）。

� 法第１４条の９第１項の規定による温泉の採取の許可の取消しに関すること（保健所を
設置する市の区域に係るものを除く。）。

 法第１４条の９第２項の規定による可燃性天然ガスによる災害の防止上必要な措置の命
令に関すること（保健所を設置する市の区域に係るものを除く。）。

� 法第１４条の１０の規定による可燃性天然ガスによる災害の防止上緊急の必要があると認
めるときの措置の命令等に関すること（保健所を設置する市の区域に係るものを除
く。）。
別記第１号様式中
「
深 さ （メートル）

」
を
「
深 さ （メートル）

主 要 な 設 備 の
構 造 及 び 能 力

」

に改め、同様式注中
の事項を�の事項とし、同注の	の事項中「第４条第１項第３号から
第５号まで」を「第４条第１項第４号から第６号まで」に改め、同事項を同注の�の事項と
し、同注中�の事項を�の事項とし、�の事項を
の事項とし、同注の�の事項の次に次の
３事項を加える。

� 設備の配置図及び主要な設備の構造図
� 掘削のための施設の位置、構造及び設備並びに掘削の方法が温泉法施行規則第１
条の２各号に掲げる基準に適合することを証する書面

	 温泉法施行規則第１条の２第１０号に規定する掘削時災害防止規程
別記第２号様式中「第５条第２項（第１１条第２項）」を「（第１１条第２項・第３項におい
て準用する同法）第５条第２項」に改める。
別記第３号様式中「第６条第１項（第１１条第２項）」を「（第１１条第２項・第３項におい
て準用する同法）第６条第１項」に、「及び名称並びに」を「並びに名称及び」に改め、同
様式注の�の事項中「第４条第１項第３号から第５号まで」を「第４条第１項第４号から第
６号まで」に改める。
別記第４号様式中「第７条第１項（第１１条第２項）」を「（第１１条第２項・第３項におい
て準用する同法）第７条第１項」に改め、同様式注の�の事項中「第４条第１項第３号から
第５号まで」を「第４条第１項第４号及び第５号」に改め、同様式の次に次の１様式を加え
る。
別記第４号様式の２（第５条の２関係）

土地掘削（増掘）施設等変更許可申請書
年 月 日

北海道知事 様
住 所

申請者
氏 名 �

�
�
�

法人にあっては、主たる事務所の
所在地並びに名称及び代表者の氏名

�
�
�

次のとおり
掘削（増掘）のための施設の位置等
掘 削 （ 増 掘 ） の 方 法

を変更したいので、温泉法（第１１条第

２項において準用する同法）第７条の２第１項の規定により、関係書類を添えて申請し
ます。

許 可 の 種 別 （掘 削 ・ 増 掘）

許可年月日及び番号 年 月 日 番号（ ）
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掘削許可等に係る工事に
係 る 土 地 の 所 在 、
地 番 及 び 地 目 地目（ ）

変 更 の 内 容

変 更 の 理 由

変 更 後 の 工 事 の
着手及び完了の予定日

着手
完了

備 考

注 次に掲げる書類を添付すること。

� 変更に係る設備の配置図及び変更に係る主要な設備の構造図

� 変更後の掘削のための施設の位置、構造及び設備並びに当該掘削の方法が温泉

法施行規則第１条の２各号に掲げる基準に適合することを証する書面

� 温泉法施行規則第１条の２第１０号に規定する掘削時災害防止規程の変更を伴う

場合にあっては、変更後の当該規程

別記第５号様式中「第８条第１項（第１１条第２項）」を「（第１１条第２項・第３項におい

て準用する同法）第８条第１項」に改め、同様式注に次のように加える。

５ 温泉法施行規則第１条の２第９号の規定による記録を添付すること。

別記第６号様式その１中

「

着手及び完了の予定日
着手

完了
」

を
「
主 要 な 設 備 の
構 造 及 び 能 力

着手及び完了の予定日
着手

完了
」

に改め、同様式注中
の事項を�の事項とし、同注の	の事項中「第４条第１項第３号から
第５号まで」を「第４条第１項第４号から第６号まで」に改め、同事項を同注の�の事項と
し、同注中�の事項を�の事項とし、�の事項を
の事項とし、同注の�の事項の次に次の
３事項を加える。

� 設備の配置図及び主要な設備の構造図
� 増掘のための施設の位置、構造及び設備並びに掘削の方法が温泉法施行規則第１
条の２各号に掲げる基準に適合することを証する書面

	 温泉法施行規則第１条の２第１０号イからニまでに掲げる事項を定めた増掘に係る
可燃性天然ガスによる災害の防止に関する規程

別記第６号様式その２注の３の	の事項中「第１１条第２項」を「第１１条第３項」に、「第
４条第１項第３号から第５号まで」を「第４条第１項第４号から第６号まで」に改め、同様
式の次に次の７様式を加える。
別記第６号様式の２（第８条の２関係）

温 泉 採 取 許 可 申 請 書
年 月 日

北 海 道 知 事
（ 保健所長）

様

住 所
申請者

氏 名 �
�
�
�

法人にあっては、主たる事務所の
所在地並びに名称及び代表者の氏名

�
�
�

温泉を採取したいので、温泉法第１４条の２第１項の規定により、次のとおり関係書類
を添えて申請します。

温 泉 の 採 取 を
行 お う と す る 場 所

温 泉 の 採 取 の
開 始 予 定 日

備 考

注 次に掲げる書類を添付すること。
� 設備の配置図及び主要な設備の構造図
� 温泉の採取のための施設の位置、構造及び設備並びに採取の方法が温泉法施行
規則第６条の３第１項各号又は第３項各号に掲げる基準に適合することを証する
書面

� 設備の設置の状況を現した写真
	 次に掲げる測定の結果を記録した書面
イ 温泉法施行規則第６条の３第１項第１号の規定によるメタンの濃度の測定の
結果
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ロ ガス排出口が温泉法施行規則第６条の３第１項第３号イ又はロに掲げる場所

にある場合にあっては、同号の規定によるメタンの濃度の測定の結果

ハ 温泉の採取に伴い発生するメタンの量の測定の結果（温泉法施行規則第６条

の３第１項第２号に規定する可燃性天然ガス発生設備の構造上等の理由により

メタンの量を測定することが困難な場合を除く。）


 温泉法施行規則第６条の３第１項第１０号に規定する採取時災害防止規程

� 申請者が温泉法第１４条の２第２項第２号から第４号までに該当しない者である

ことを誓約する書面

別記第６号様式の３（第８条の３関係）

温泉採取許可承継承認申請書（合併等）

年 月 日
北 海 道 知 事

（ 保健所長）
様

主たる事務所の所在地

申請者 名 称

代 表 者 の 氏 名 �
次の温泉の採取の許可の承継の承認を受けたいので、温泉法第１４条の３第１項の規定

により、関係書類を添えて申請します。

合併後存続する法人若し
くは合併により設立され
る法人又は分割により
温泉の採取の事業を承継
する法人の主たる事務所
の所在地並びに名称及び
代 表 者 の 氏 名

主たる事務所の
所 在 地

名 称

代表者の氏名

合併により消滅する法人
又は分割前の法人の主た
る事務所の所在地並びに
名称及び代表者の氏名

主たる事務所の
所 在 地

名 称

代表者の氏名

許可年月日及び番号 年 月 日 番号（ ）

温 泉 の 採 取 の 場 所

合併又は分割の予定日

備 考

注 次に掲げる書類を添付すること。
� 合併契約書又は分割計画書若しくは分割契約書の写し
� 申請者が温泉法第１４条の２第２項第２号から第４号までに該当しない者である
ことを誓約する書面

別記第６号様式の４（第８条の４関係）

温泉採取許可承継承認申請書（相続）

年 月 日
北 海 道 知 事

（ 保健所長）
様

住 所

申請者

氏 名 �
次の温泉の採取の許可の承継の承認を受けたいので、温泉法第１４条の４第１項の規定

により、関係書類を添えて申請します。

申請者の住所及び氏名
並びに被相続人との続柄

住 所

氏 名

被相続人との
続 柄

被 相 続 人 の 住 所
及 び 氏 名

住 所

氏 名

許可年月日及び番号 年 月 日 番号（ ）

温 泉 の 採 取 の 場 所

相 続 開 始 の 日

備 考
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注 次に掲げる書類を添付すること。
� 被相続人との続柄を証する書類
� 相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により温泉の事業を承継
すべき相続人として選定された者にあっては、その全員の同意書

� 申請者が温泉法第１４条の２第２項第２号及び第３号に該当しない者であること
を誓約する書面

別記第６号様式の５（第８条の５関係）
可燃性天然ガス濃度確認申請書

年 月 日
北 海 道 知 事

（ 保健所長）
様

住 所
申請者

氏 名 �
�
�
�

法人にあっては、主たる事務所の
所在地並びに名称及び代表者の氏名

�
�
�

可燃性天然ガスの濃度についての確認を受けたいので、温泉法第１４条の５第１項の規
定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

温 泉 の 採 取 を
行 お う と す る 場 所

温泉の採取の開始予定日

メタン
の濃度
の測定
に関す
る事項

測 定 年 月 日

測 定 場 所

測 定 方 法

測 定 結 果

測定を行った者

備 考

注 次に掲げる書類を添付すること。
� 温泉の採取の場所の状況を現した写真
� メタンの濃度の測定の実施状況を現した写真
� メタンの濃度の測定の結果を証する書面の写し

別記第６号様式の６（第８条の６関係）

その１

可燃性天然ガス濃度確認承継届出書（譲渡）

年 月 日
北 海 道 知 事

（ 保健所長）
様

住 所

届出者

氏 名 �
�
�
�

法人にあっては、主たる事務所の
所在地並びに名称及び代表者の氏名

�
�
�

可燃性天然ガスの濃度についての確認を受けた者の地位を承継したので、温泉法第１４

条の６第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。

温泉の採取の事業の
全部を譲渡された者

住 所

氏 名

温泉の採取の事業の
全 部 を 譲 渡 し た 者

住 所

氏 名

可燃性天然ガスの濃度の
確 認 を 受 け た 日

温 泉 の 採 取 の 場 所

事 業 の 全 部 を 譲 渡
さ れ た 日

備 考

注１ 住所欄は、法人にあっては、主たる事務所の所在地を記入すること。

２ 氏名欄は、法人にあっては、名称及び代表者の氏名を記入すること。

３ 事業の譲渡に関する契約書の写しを添付すること。

その２

可燃性天然ガス濃度確認承継届出書（相続）

年 月 日
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北 海 道 知 事
（ 保健所長）

様

住 所

届出者

氏 名 �
可燃性天然ガスの濃度についての確認を受けた者の地位を承継したので、温泉法第１４

条の６第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。

届出者の住所及び氏名
並びに被相続人との続柄

住 所

氏 名

被相続人との
続 柄

被 相 続 人 の 住 所
及 び 氏 名

住 所

氏 名

可燃性天然ガスの濃度の
確 認 を 受 け た 日

温 泉 の 採 取 の 場 所

相 続 開 始 の 日

備 考

注 次に掲げる書類を添付すること。

� 被相続人との続柄を証する書面

� 相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により温泉の採取の事業

を承継すべき相続人として選定された者にあっては、その全員の同意書

その３

可燃性天然ガス濃度確認承継届出書（合併等）

年 月 日
北 海 道 知 事

（ 保健所長）
様

主たる事務所の所在地

届出者 名 称
代 表 者 の 氏 名 �

可燃性天然ガスの濃度についての確認を受けた者の地位を承継したので、温泉法第１４
条の６第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。

合併後存続する法人若し
くは合併により設立され
る法人又は分割により
温泉の採取の事業を承継
する法人の主たる事務所
の所在地並びに名称及び
代 表 者 の 氏 名

主たる事務所の
所 在 地

名 称

代表者の氏名

合併により消滅する法人
又は分割前の法人の主た
る事務所の所在地並びに
名称及び代表者の氏名

主たる事務所の
所 在 地

名 称

代表者の氏名

可燃性天然ガスの濃度の
確 認 を 受 け た 日

温 泉 の 採 取 の 場 所

合併又は分割を行った日

備 考

注 合併契約書又は分割計画書若しくは分割契約書の写しを添付すること。
別記第６号様式の７（第８条の７関係）

温泉採取施設等変更許可申請書
年 月 日

北 海 道 知 事
（ 保健所長）

様

住 所
申請者

氏 名 �
�
�
�

法人にあっては、主たる事務所の
所在地並びに名称及び代表者の氏名

�
�
�
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次のとおり
温泉の採取のための施設の位置等
温 泉 の 採 取 の 方 法

を変更したいので、温泉法第１４条の７第

１項の規定により、関係書類を添えて申請します。

許可年月日及び番号 年 月 日 番号（ ）

温 泉 の 採 取 の 場 所

変 更 の 内 容

変 更 の 理 由

変 更 後 の 工 事 の
着手及び完了の予定日

着手
完了

備 考

注 次に掲げる書類を添付すること。
� 変更に係る設備の配置図及び変更に係る主要な設備の構造図
� 変更後の温泉の採取のための施設の位置、構造及び設備並びに当該採取の方法
が温泉法施行規則第６条の３第１項各号又は第３項各号に掲げる基準に適合する
ことを証する書面

� 変更に係る設備の変更前の状況を現した写真
	 温泉法施行規則第６条の３第１項第１０号に規定する採取時災害防止規程の変更
を伴う場合にあっては、変更後の当該規程


 採取事業許可指令書又はガス濃度確認書
別記第６号様式の８（第８条の８関係）

温 泉 採 取 事 業 廃 止 届 出 書
年 月 日

北 海 道 知 事
（ 保健所長）

様

住 所
届出者

氏 名 �
�
�
�

法人にあっては、主たる事務所の
所在地並びに名称及び代表者の氏名

�
�
�

温泉の採取の事業を廃止したので、温泉法第１４条の８第１項の規定により、次のとお
り関係書類を添えて届け出ます。

温泉の採取の許可又は

可燃性天然ガスの
濃度の確認を受けた日

温泉の採取の場所

温泉の採取の事業を
廃 止 し た 日

温泉のゆう出路の
埋 戻 し の 状 況

備 考

注１ 温泉の採取の許可を受けた者にあっては、次に掲げる書類を添付すること。
� 温泉のゆう出路の埋戻しの状況を表示した図面
� 温泉のゆう出路の埋戻しの状況を現した写真
２ 温泉のゆう出路の埋戻しの状況は、温泉の採取の許可を受けていた場合にのみ
記入すること。

別記第８号様式中「北海道知事」を「保健所長」に、「及び名称並びに」を「並びに名称
及び」に改める。
別記第９号様式中「北海道知事」を「保健所長」に改める。
附 則

１ この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。ただし、第８条の次に７条を加える改正
規定（第８条の５及び第８条の６に係る部分に限る。）及び第２０条の改正規定（同条第１１
号の前に１０号を加える部分（同条第４号及び第５号に係る部分を除く。）を除く。）並び
に別記第６号様式の次に７様式を加える改正規定（別記第６号様式の５及び別記第６号様
式の６に係る部分に限る。）は、同年８月１日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の温泉法施行細則の規定に基づいて作成
されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の温泉法施行細則の規定に
かかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

北海道科学技術審議会条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第８０号

北海道科学技術審議会条例施行規則を廃止する規則
北海道科学技術審議会条例施行規則（昭和２８年北海道規則第２９号）は、廃止する。
附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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告 示

北海道告示第４９８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 物品の名称 ヨーネ菌分離用培地（８ミリリットル／瓶×２０瓶／箱）
� 数量（調達予定数量） ５，１５０箱
２ 落札を決定した日
平成２０年３月２５日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 丸善薬品株式会社
� 住 所 北広島市大曲工業団地６丁目２番地１３
４ 落札金額
１箱当たりの単価 ７，８００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年２月５日付け北海道告示第６６号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道農政部食の安全推進局畜産振興課
� 所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第４９９号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 物品の名称
牛海綿状脳症診断用酵素抗体反応キット
（ニッピブルＢＳＥ検査キット（１セット９３検体分））

� 数量（調達予定数量）
死亡牛４４，５００頭について牛海綿状脳症対策特別措置法（平成１４年法律第７０号）第６条
に基づく検査に必要とされる検査セット数

２ 落札を決定した日
平成２０年３月２５日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社アグロジャパン
� 住 所 新潟県中央区紫竹山５丁目９番１３号
４ 落札金額
１検体当たりの単価 ３７４円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年２月５日付け北海道告示第６７号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道農政部食の安全推進局畜産振興課
� 所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第５００号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土 地 改 良 区 名
平成２０．７．１５ 富良野土地改良区
同 ２０．７．１７ 秩父別土地改良区

北海道告示第５０１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項及び第４８条第１項の規定により、平成
２０年７月１８日、留辺蘂土地改良区の定款及び土地改良（維持管理）事業計画の変更を認可し
た。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第５０２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第３項の規定により、秩父別土地改良区
が管理する東山貯水池に係る管理規程の変更を認可した。
平成２０年７月２９日
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北海道知事 高 橋 はるみ
認可した管理規程の概要
東山貯水池の維持、操作その他管理について必要な事項を定めている。

北海道告示第５０３号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、道営土地改良（常
呂日吉地区畑地帯総合整備［担い手支援型］（農業用用排水施設、暗きょ排水、土層改
良））事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道網走支庁に備え置いて、平成２０年７月３０日から２０日間、一般の縦
覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第８７条第６項の規定に
基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同法第８７条の３第６項において準用する同法第８７条第７項の規定による決定に不服
がある者は、同法第８７条の３第６項において準用する同法第８７条第１０項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
取消しの訴えを提起することができる。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第５０４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定により、次のとおり土地改
良事業の工事の完了の届出があった。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
事業主体名 地区名 事 業 の 種 類 完了年月日
別 海 町 豊原西 基盤整備促進［基盤整備］（農道） 平成１９．１０．１０
同 拓進北 同 同 １９．１０．３０

北海道告示第５０５号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５
号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日

新 中 畜産担い手育成総合整備［担い手支援型］（区画整理） 平成１９．９．２０
東養老牛 農免農道整備 同 １９．１２．１０

北海道告示第５０６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 二海郡八雲町上の湯７７の１（次の図に示す部分に限

る。）
２ 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島支庁産
業振興部林務課及び八雲町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５０７号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林の所在場所 有珠郡壮瞥町字南久保内１３５の３、１３６の７
２ 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立木の伐採の方法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
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（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を北海道胆振支庁産業振興部林務課及び壮瞥
町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５０８号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２０年７月２９日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 保安林予定森林の所在場所 沙流郡平取町字貫気別１９６の６地先（国有林。次の図
に示す部分に限る。）、１９４の２・１９６の５・１９６の７・
１９７の１・２００の１（以上５筆について次の図に示す部分
に限る。）、１９６の６

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
字貫気別２００の１（次の図に示す部分に限る。）、１９６の６地先、１９４の２、１９６の
５から１９６の７まで、１９７の１

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 中川郡本別町美蘭別１７９の２（次の図に示す部分に限
る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所 足寄郡足寄町鷲府２４８の２（次の図に示す部分に限
る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５０９号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 解除予定保安林の所在場所 河西郡更別村字更別５１８の１（次の図に示す部分に

限る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
２� 解除予定保安林の所在場所 河西郡更別村字更別５１８の１（次の図に示す部分に

限る。）
� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝支庁産業振興部林務課及び更別村役場に
備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５１０号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 解除に係る保安林の所在場所 帯広市広野町２９２の１（次の図に示す部分に限

る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
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� 解 除 の 理 由 河川管理施設用地とするため
２� 解除に係る保安林の所在場所 枝幸郡枝幸町風烈布１９３０の１（次の図に示す部分に

限る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 農道用地とするため
３� 解除に係る保安林の所在場所 枝幸郡枝幸町上音標１６８３の２（次の図に示す部分に

限る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 農道用地とするため
４� 解除に係る保安林の所在場所 勇払郡厚真町字幌内１の１２から１の１４まで・２の１

（以上４筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
５� 解除に係る保安林の所在場所 勇払郡厚真町字幌内１の１２（次の図に示す部分に限

る。）
� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
６� 解除に係る保安林の所在場所 勇払郡厚真町字幌内１の１２から１の１４まで（以上３

筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
７� 解除に係る保安林の所在場所 勇払郡厚真町字幌内１の１２（次の図に示す部分に限

る。）
� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
８� 解除に係る保安林の所在場所 中川郡幕別町字駒畠７４７の１・７４７の２（以上２筆に

ついて次の図に示す部分に限る。）、７４７の４、７４７の
５

� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 用排水路用地とするため
９� 解除に係る保安林の所在場所 標津郡標津町字茶志骨５１７の１・５１８の１（以上２筆

について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため

１０� 解除に係る保安林の所在場所 標津郡標津町字古多糠７１８・７１９（以上２筆について

次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を関係支庁産業振興部林務課並びに帯広市役所及び関
係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５１１号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

利尻郡利尻町・利尻富士町（以上２町について次の図
に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道宗谷支庁産
業振興部林務課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５１２号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ
た。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

中川郡豊頃町・十勝郡浦幌町（以上２町について次の
図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
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ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
豊頃町・浦幌町（以上２町について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５１３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条の規定による保
安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第１８９条
の規定により、その通知の内容を関係市役所及び町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、
平成２０年北海道告示第４５８号のとおりである。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 所在が不分明な者

旭川市神居町西丘１５９の１から１５９の３まで所在の森林について所有権を有する
西 田 久 枝

� 掲 示 場 所
旭川市役所

２� 所在が不分明な者
名寄市風連町字西風連５０９の１所在の森林について所有権を有する 大久保 良 子
名寄市風連町字西風連５１２、５１３の１、５１４の２所在の森林について所有権を有する

大久保 六 男
名寄市風連町字西風連５１５の１、５１６、５１７の２、５１８の３所在の森林について所有権を
有する 星 野 良 雄
名寄市風連町字西風連５２２の１、５２７から５２９まで所在の森林について所有権を有する

松 澤 利恵子
名寄市風連町字西風連５３５の２から５３５の４まで所在の森林について所有権を有する

加 藤 正 富
名寄市風連町字西風連５３５の５、５３５の６所在の森林について所有権を有する

野 村 健 造
� 掲 示 場 所

名寄市役所
３� 所在が不分明な者

上川郡上川町字清川１２２所在の森林について所有権を有する 菊 谷 道 昭
� 掲 示 場 所
上川町役場

４� 所在が不分明な者
空知郡中富良野町字ナイエ４２８８所在の森林について所有権を有する

原 田 菊 藏、中 川 正伊知、蜂 谷 義 雄
空知郡中富良野町字ナイエ４２８９所在の森林について所有権を有する 塚 本 弥 作

� 掲 示 場 所
中富良野町役場

北海道告示第５１４号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 早 来 千 歳 線
北海道札幌土木現業所

千歳市駒里１４０１番２地先から
千歳市駒里９４６番１４地先まで

平成２０．７．２９

道道 網 走 端 野 線
北海道網走土木現業所

網走郡大空町女満別住吉１８０番１地先から
網走郡大空町女満別住吉１９７番４地先まで

同

北海道告示第５１５号

昭和５６年北海道告示第６４９号（河川区域の指定）の一部を次のように改正する。その関係
図面は、北海道札幌土木現業所に備え置いて縦覧に供する。
平成２０年７月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
表の１一級河川真駒内川の項図面の欄中「第１号図の２から第４号図」を「第１号図の２
から第１０号図」に改める。

道 公 安 委 員 会 規 則

北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２０年７月２９日
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北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子
北海道公安委員会規則第５号

北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則
北海道警察の組織に関する規則（昭和４０年北海道公安委員会規則第２号）の一部を次のよ
うに改正する。
第８条第８号中「犯罪被害者対策」を「犯罪被害者支援」に改める。

第２５条中「６課」を「５課」に、

「公 安 第 一 課
公 安 第 二 課
公 安 第 三 課
外 事 課
警 備 課
サミット対策課」

を

「公安第一課
公安第二課
公安第三課
外 事 課
警 備 課」

に改める。

第２８条の２を削る。
第３４条の見出しを「（犯罪被害者支援室）」に改め、同条第１項中「被害者対策室」を
「犯罪被害者支援室」に改め、同条第２項中「被害者対策室」を「犯罪被害者支援室」に、
「犯罪被害者対策」を「犯罪被害者支援」に改める。
第４６条第２項中「、警備課及びサミット対策課」を「及び警備課」に改める。
第４７条の２第３項中「、警備課及びサミット対策課」を「及び警備課」に改め、同条第４
項中「及びサミット対策課」を削る。

附 則

この規則は、平成２０年８月１１日から施行する。

北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２０年７月２９日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子
北海道公安委員会規則第６号

北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則
北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則（昭和３２年北海道公安委員会規則第３号）
の一部を次のように改正する。
別表を次のように改める。
別表

区 分

組織別

警 察 官
警 察 官 以
外 の 職 員 合 計

警 視 警 部 警部補及び
巡 査 部 長 巡 査 計

北海道警察本部 １７３ ２５１ １，１７１ ４０８ ２，００３ ５６１ ２，５６４

札 幌 市 警 察 部 （３） （１） （３） （７） （３） （１０）

北海道警察学校 １２ １４ ４４ ３００ ３７０ ４１ ４１１

札幌方面警察署 １０１ ２０８ ２，２７２ １，５４８ ４，１２９ ２７０ ４，３９９

計 ２８６ ４７３ ３，４８７ ２，２５６ ６，５０２ ８７２ ７，３７４

函館方面

本 部 ２３ ３３ １４６ ３５ ２３７ ６４ ３０１

警察署 １８ ４２ ３９４ ２０１ ６５５ ５１ ７０６

計 ４１ ７５ ５４０ ２３６ ８９２ １１５ １，００７

旭川方面

本 部 ２３ ３４ １６７ ５１ ２７５ ７０ ３４５

警察署 ２６ ６０ ５９０ ２８０ ９５６ ８２ １，０３８

計 ４９ ９４ ７５７ ３３１ １，２３１ １５２ １，３８３

釧路方面

本 部 ２６ ４１ １８６ ４２ ２９５ ７０ ３６５

警察署 ２１ ４８ ５１８ ２９４ ８８１ ６８ ９４９

計 ４７ ８９ ７０４ ３３６ １，１７６ １３８ １，３１４

北見方面

本 部 １８ ３１ ９６ ２２ １６７ ５０ ２１７

警察署 １５ ２９ ２５９ １１８ ４２１ ３６ ４５７

計 ３３ ６０ ３５５ １４０ ５８８ ８６ ６７４

合 計 ４５６ ７９１ ５，８４３ ３，２９９ １０，３８９ １，３６３ １１，７５２

注１ 警察教養施設において、新任者として訓練中の者の定員は、北海道警察学校に含
める。
２ 札幌市警察部の定員は、兼任制のため内数による再掲である。
附 則

この規則は、平成２０年８月１１日から施行する。
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